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第１編 総則 

第１節 計画の策定 

第１ 計画の概要 

１ 計画の目的 

我が国の国土は、地震、津波、暴風、豪雨、地すべり、洪水、高潮、火山噴火、豪雪等、

極めて多種の自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。本庄市も例外ではなく、こ

れまで豪雨、洪水等の自然災害や、近年では地震災害による防災対策が必要とされている。

また高齢化が進み、要配慮者等への対策等、地域における新たな災害対策も求められてい

る。 

災害の軽減には、恒久的な災害対策と災害時の効果的対応が重要であり、国、県、市、

関係機関及び住民それぞれが防災に向けた積極的かつ計画的な行動と相互協力を地道に

積み重ねていくことにより達成していく必要がある。 

災害対策基本法（昭和 36年法律 223号）第 42条の規定に基づくこの計画は、市におい

て、防災上必要と思われる諸施策の基本を定める計画であり、県、市、関係機関及び住民

がその有する全機能を有効に発揮し、市における災害予防対策、災害応急対策及び災害復

旧復興を実施することにより、市の地域、住民のかけがえのない生命、身体及び財産を災

害から保護することを目的とする。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、市の地域に係る防災に関し、市の処理すべき事務又は業務を中心として、防

災関係機関が処理する事務又は業務を包含する基本的かつ総合的な計画であり、埼玉県地

域防災計画及び本庄市総合振興計画と整合性を持つものである。 

 

３ 計画の構成 

本計画の構成は、次に示すとおりである。 

 

 

 

 



第１編 総則 

第 1節 計画の策定 

 

2 (総-2) 

【本庄市地域防災計画の構成】 
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第２ 計画の運用等 

１ 埼玉県地域防災計画等との関係 

本計画は、防災基本計画及び埼玉県地域防災計画と整合をとったものである。 

 

【国、県及び市の防災会議並びに防災計画の関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の方針 

市は、次の方針により地域防災計画を効果的に推進する。 

(１) 庁内体制の強化 

災害時には、発災直後の初動対応の遅れによる被害拡大を防ぐため、初動対応期から

迅速かつ的確に災害対応に当たる必要がある。また、復旧復興期までの長期継続的な災

害対応に取り組む必要がある。そのため、全職員が災害対応における役割を理解し、主

体的に継続的に活動ができるよう、平常時から防災教育、防災訓練等を推進する。 

 

(２) 自助、共助の強化 

災害による人的被害、経済被害を軽減し、安全・安心を確保するためには、行政等に

よる公助はもとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による

共助が重要である。個人や家庭、地域、事業所、団体等、社会の様々な主体が連携して

日常的に減災のための取組を推進する。 

 

(３) 広域的な視点の導入 

市に隣接する市町との防災上の連携はもとより、都道府県にまたがる大規模災害に対

しては、市と離れている市町村との連携の強化を図り、広域的な視点で防災対策を推進

する。 

 

(４) 人的ネットワークの強化 

市、県、防災関係機関及び協定締結団体等は、災害時に迅速かつ確実に連絡が取り合

えるよう、平常時から顔の見える関係を築き、強固な協力関係の下に防災対策を推進す

る。 

 

(５) 計画の効果的推進 

市は、次の点に留意して本計画を効果的に推進する。 

＜本庄市＞ 

本庄市防災会議 

本庄市地域防災計画 

＜国＞ 

中 央 防 災 会 議 

防 災 基 本 計 画 

＜県＞ 

埼玉県防災会議 

埼玉県地域防災計画 
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ア  計画に基づくマニュアル類の作成、訓練等を通じた職員への周知徹底 

イ  計画、マニュアル類の定期的な点検や検証 

ウ  点検や訓練から得られた機関間の調整に必要な事項、教訓等の反映 

また、市は、本庄市地域防災計画推進のための財政負担、援助、指導の充実に最大限

の努力をし、さらに、制度等の整備、改善等について検討、実施する。 

 

(６) 男女共同参画の視点 

男女双方の視点に配慮した防災対策を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程

や災害現場における女性の参画を拡大する等、男女共同参画をはじめとした多様な視点

を踏まえた防災対策を推進していく。 

 

(７) 要配慮者対策の推進 

高齢者、障害者及び乳幼児等の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）は、

災害により被害を多く受ける傾向があるため、市が地域と一体となり、要配慮者の立場

にたった防災対策を推進していく。 

 

３ 計画の修正 

本庄市防災会議は、地域にかかる社会情勢の変化及び関連法令の改正並びに埼玉県地域

防災計画等の修正に応じて、常に実情に沿った計画にするため、災害対策基本法第 42 条

の規定に基づき、毎年検討を行い、必要があると認められるときは、速やかにこれを修正

することとする。 

 

４ 計画の習熟、周知徹底 

市及び防災関係機関は、不断に危機管理や防災に関する調査・研究に努めるとともに、

所属職員に対する災害時の役割等を踏まえた実践的な教育・訓練の実施等を通してこの計

画の習熟に努め、災害への対応能力を高めるものとする。  

 

５ 本庄市総合振興計画との関係 

本計画に係る施策や事業は、本庄市総合振興計画との関連、整合に配慮したものである。 

(１) 本庄市総合振興計画における将来像と基本理念 

本庄市総合振興計画のなかで、市はまちづくりの将来像を、 

 

 

 

と定め、その基本理念として、 

 

 

 

 

あなたと活かす みんなで育む 歴史と教育のまち 本庄 

～世のため、後のため～ 

みんなで育む安心・共生のまちづくり 

訪れたくなる住み続けたくなるまちづくり 

市民と行政がともに創る安全のまちづくり 
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を掲げ、政策の大綱を次のとおり定めている。 

 

【本庄市総合振興計画における政策の大綱】 

分野 政策の大綱 

健康福祉分野 みんなで支え合い、健やかにいきいきと暮らせるまち 

教育文化分野 未来を拓く人を育み、歴史と文化の薫るまち 

経済環境分野 持続可能で活力に満ちた、にぎわいと魅力のあるまち 

都市基盤分野 人にやさしい、快適で美しく住みやすいまち 

市民生活分野 市民だれもが活躍し、安全に生活できるまち 

行財政経営分野 市民の信頼に応える行財政経営を進めるまち 

 

 

(２) 本庄市総合振興計画における防災施策 

本庄市総合振興計画における防災施策は、「第５章 市民生活分野 市民だれもが活躍

し、安全に生活できるまち」の「３ 危機管理体制の強化」において策定され、その施策

の取組内容は、次のとおり定められている。 

ア 防災体制の推進 

市民の生命及び財産を守るため、本庄市地域防災計画に基づいた防災訓練を行う。 

防災情報の伝達手段としての防災行政無線やメール配信、データ放送等を充実すると

ともに、食料や仮設トイレなどの防災資機材等の備蓄を計画的に進める。 

 

イ 防災意識の高揚 

迅速な避難行動が行えるよう地震・風水害等のハザ－ドマップを利用した研修会、防

災訓練などを通じて、市民の防災意識の高揚を図る。また、家庭での食料、飲料水等の

備蓄や家具の転倒防止などの自助意識の啓発に努める。 

 

ウ 自主防災組織の育成 

市全域にわたり自主防災組織を育成し、その活動を支援する。 

 

エ 消防団活動と地域防災力の向上 

消防団員の確保や、消防団が活動しやすい環境を整えるとともに、地域の方々と連携

して地域防災力向上のための活動や体制の整備に努める。 

 

オ 防災・減災のための施設整備 

防災・減災のために、耐震性貯水槽等の計画的な整備の推進や避難所における非常電

源等の確保など避難施設の充実を図る。 

 

カ 避難行動要支援者対策の推進 

避難行動要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行うため、要支援者に関する情報の把

握に努めるとともに、防災情報の伝達手段や避難誘導等の支援体制の充実を図る。 
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第２節 防災関係機関の役割分担 

第１ 地域防災組織 

１ 本庄市の地域防災組織 

市に係る地域防災組織は次のとおりである。 

【本庄市の地域防災組織関係図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本庄市防災会議 

本庄市防災会議の組織及び運営については、災害対策基本法等関係法令、本庄市防災会

議条例及び本庄市防災会議に関する規程のうち会長の専決処理できる事項の定めるとこ

ろによるものとし、その任務及び組織について次のとおりとする。 

(１) 任務 

ア  本庄市地域防災計画の作成及びその実施を推進する。 

イ  市の地域にかかる防災に関する重要事項を審議し、市長に意見を述べる。 

ウ  本庄市地域防災計画を作成し又は修正したときは、速やかに知事及び指定公共機関に

通知する。 

エ  本庄市地域防災計画を作成し修正したときはその旨を公表する。 

オ  関係行政機関の長に対し防災対策について協力を求める。 

 

(２) 組織 

市長を会長として、委員をもって組織する。なお、防災会議の庶務は市民生活部危機

管理課がこれに当たる。 

委員は、次に掲げるものをもって充てる。 

ア  指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命する者 

イ  埼玉県知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

ウ  埼玉県警察本部の警察官のうちから市長が任命する者 

エ  本庄市議会議長 

オ  市長がその部内の職員のうちから指名する者 

カ  本庄市教育委員会教育長 

キ  児玉郡市広域消防本部消防長、中央消防署長及び本庄市消防団長 

ク  指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が任命する者 

埼 玉 県 防 災 会 議 

埼玉県災害対策本部 

防 災 関 係 機 関 

本 庄 市 防 災 会 議 

本庄市災害対策本部 市民等 
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ケ  自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 

コ  本庄市自治会連合会、埼玉ひびきの農業協同組合その他防災に密接な関係を有する組

織から市長が任命する者 

☞【資料１．①】『本庄市防災会議条例』参照 

☞【資料１．②】『本庄市防災会議規則』参照 

☞【資料１．③】『本庄市防災会議に関する規程』参照 

☞【資料１．⑧】『本庄市防災会議委員名簿』参照 
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第２ 防災関係機関の業務の大綱 

１ 市 

市は、基礎的な地方公共団体として、市の地域並びに住民の生命、身体及び財産を災害

から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、市の地域に係る防災に

関する計画を作成し、法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

 

名称 業務の大綱 

本庄市 ≪災害予防≫ 

(1) 防災に関する組織の整備に関すること 

(2) 公共団体及び住民の自主防災組織の育成指導に関すること 

(3) 防災のための知識の普及、教育及び訓練に関すること 

(4) 防災に必要な物資及び資材の備蓄整備に関すること 

(5) 防災に関する施設及び設備の設置、改良並びに整備に関すること 

(6) 災害予警報等、情報（地震災害に関する警戒宣言、地震予知情報等を含

む。）の収集伝達に関すること 

(7) 前各号のほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障

となるべき状態等の改善に関すること 

≪災害応急・復旧対策≫ 

(1) 災害広報に関すること 

(2) 避難の勧告、指示及び避難者の誘導並びに指定避難所の開設に関するこ

と 

(3) 被災者の救出、救護及び保護に関すること 

(4) 災害時の清掃、防疫その他保健衛生に関する応急措置に関すること 

(5) ごみ処理施設の整備及び防災管理に関すること 

(6) 災害時のごみ処理の確保及び施設の災害復旧に関すること 

(7) 消防、水防その他の応急措置に関すること 

(8) 被災した園児及び児童生徒等に対する応急の保育並びに教育に関するこ

と 

(9) 公共土木施設、農地及び農林用施設等に対する応急措置に関すること 

(10) 公共建築物等の建物の応急措置に関すること 

(11) 上下水道施設の応急措置に関すること 

(12) 農産物、家畜及び林産物等に対する応急措置に関すること 

(13) 交通整理、警戒区域の設定その他社会秩序の維持に関すること 

(14) 緊急輸送の確保に関すること 

(15) 災害時におけるボランティア活動の支援に関すること 

(16) 要配慮者の保護に関すること 

(17) 帰宅困難者への支援に関すること 

(18) 災害協定に関すること 

(19) 被害調査に関すること 

(20) 災害復旧に関する新設、改良及び指導に関すること 
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２ 消防機関 

消防機関は、地域住民の生命、身体及び財産を保護するため、防災関係機関等と緊密な

連携のもとに防災活動を実施する。 

 

名称 業務の大綱 

児玉郡市 

広域消防本部 

(1) 消防に関する施設及び組織の整備に関すること 

(2) 防災思想の普及並びに防災に関する教育及び訓練に関すること 

(3) 災害発生の予防及び被害の拡大防止に関すること 

(4) 被害に関する情報の収集、伝達及び被害調査に関すること 

(5) 被災者の救難、救助及びその他保護に関すること 

(6) 避難の誘導に関すること 

本庄市消防団 (1) 災害時の消防、水防活動に関すること 

(2) 被災者の救出及び避難の誘導に関すること 

(3) 非常警戒及び防火診断に関すること 

(4) 災害時における応急復旧作業に関すること 

 

３ 県及び県の機関 

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及

び他の地方公共団体の協力を得て、市を含む県の地域に係る防災に関する計画を作成し、

法令に基づきこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理

する防災に関する事務又は業務の実施を助け、その総合調整を行う。 

 

名称 業務の大綱 

埼玉県 ≪災害予防≫ 

(1) 防災に関する組織の整備に関すること 

(2) 防災に関する教育及び訓練に関すること 

(3) 防災に関する物資及び資材の備蓄並びに整備及び点検に関すること 

(4) 防災に関する施設及び設備の整備並びに点検に関すること 

(5) 災害が発生した場合における相互応援の円滑な実施及び民間の団体の協

力の確保のためにあらかじめ講ずべき措置に関すること 

(6) 要配慮者の生命又は身体を災害から保護するためにあらかじめ講ずべき

措置に関すること 

(7) 前各号のほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障

となるべき状態等の改善に関すること 

≪災害応急対策≫ 
(1) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関すること 

(2) 消防、水防その他の応急措置に関すること 

(3) 被災者の救難、救助その他保護に関すること 

(4) 災害を受けた児童生徒の応急の教育に関すること 

(5) 施設及び設備の応急の復旧に関すること 

(6) 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全並びに公衆衛生に

関すること 



第１編 総則 

第２節 防災関係機関の役割分担 

 

10 (総-10) 

名称 業務の大綱 

(7) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する

こと 

(8) 緊急輸送の確保に関すること 

(9) 前各号のほか、災害の発生の防ぎょ又は拡大の防止のための措置に関す

ること 

北部地域振興セ

ンター 

(1) 災害情報の収集・伝達に関すること 

(2) 熊谷防災基地の開設・運営に関すること 

(3) 市町と連携した帰宅困難者対策に関すること 

(4) 市町が実施する災害応急対策業務等の支援に関すること 

本庄保健所 (1) 医療機関の被害状況の収集に関すること 

(2) 医療品等の調達あっせんに関すること 

(3) 各種消毒に関すること 

(4) 細菌及び飲料水の水質検査に関すること 

(5) 感染症発生に伴う調査指導及び防疫活動に関すること 

(6) 食料、飲料水の衛生管理に関すること 

(7) 医療の提供に関すること 

(8) 動物愛護・猛獣対策に関すること 

児玉福祉保健総

合センター北部

福祉事務所 

(1) 社会福祉施設の被害状況調査に関すること 

(2) 日本赤十字社埼玉県支部との連絡に関すること 

本庄県土整備事

務所 

(1) 降水量、水位等の観測通報に関すること 

(2) 洪水予報及び水防警報の受理並びに通報に関すること 

(3) 水門の応急対策に関すること 

(4) 水防管理団体との連絡指導に関すること 

(5) 県管理河川、道路及び橋梁等の被害状況の調査並びに応急修理に関する

こと 

本庄農林振興セ

ンター 

(1) 農畜水産物被害状況の調査に関すること 

(2) 農林業災害融資に関すること 

(3) 主要農産物の種苗の確保に関すること 

(4) 農作物病害虫防除対策に関すること 

(5) 農業用排水施設の整備及び防災、災害復旧指導に関すること 

本庄警察署 

児玉警察署 

(1) 情報の収集、伝達及び広報に関すること 

(2) 警告及び避難誘導に関すること 

(3) 人命の救助及び負傷者の救護に関すること 

(4) 交通の秩序の維持に関すること 

(5) 犯罪の予防検挙に関すること 

(6) 行方不明者の捜索と検視（見分）に関すること 

(7) 漂流物等の処理に関すること 

(8) その他治安維持に必要な措置に関すること 
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名称 業務の大綱 

北部教育事務所 (1) 教育関係の被災状況調査に関すること 

(2) 公立学校及び施設の災害応急対策並びに指導に関すること 

(3) 災害給付及び施設の災害貸付けに関すること 

(4) 応急教育実施の予定場所の指導に関すること 

(5) 教育実施者の確保に関すること 

(6) 応急教育の方法及び指導に関すること 

(7) 教科書、教材料等の配給に関すること 

(8) 重要文化財の保護に関すること 

(9) 被災学校の保護指導に関すること 

(10) 被災学校の給食指導に関すること 

寄居林業事務所 (1) 森林及び森林管理道の被害調査・応急処理に関すること 

(2) 治山事業に関すること 

(3) 地すべり防止事業に関すること 

(4) 災害対策及び事業の実施に関すること 

 

４ 指定地方行政機関  

指定地方行政機関は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を

有することをかんがみ、組織及び機能のすべてをあげて防災に関し万全の措置を講ずる。 

 

名称 業務の大綱 

東京管区気象台

（熊谷地方気象

台） 

(1) 気象、地象、水象の観測並びにその成果の収集及び発表に関すること 

(2) 気象業務に必要な観測体制の充実を図るとともに、予報、通信等の施設

及び設備の整備に関すること 

(3) 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る。）、

水象の予報及び特別警報・警報・注意報並びに台風、大雨、竜巻等突風

に関する情報等の伝達・周知に関すること 

(4) 緊急地震速報（警報）の利用の心得等の周知・広報に関すること 

(5) 市町村が行う避難勧告等の判断・伝達マニュアルやハザードマップ等の

作成に関する技術的な支援・協力に関すること 

(6) 災害発生時（発生が予想されるときを含む。）の、都道府県や市町村に対

して気象状況の推移やその予想の解説等に関すること 

(7) 都道府県や市町村、その他の防災関係機関と連携し、防災気象情報の理

解促進、防災知識の普及啓発活動に関すること 



第１編 総則 

第２節 防災関係機関の役割分担 

 

12 (総-12) 

名称 業務の大綱 

国土交通省関東

地方整備局 

管轄する河川、道路、官庁施設についての計画、工事及び管理を行うほか

次の事項を行うよう努める 

≪災害予防≫ 

(1) 災害対策の推進に関すること 

(2) 危機管理体制の整備に関すること 

(3) 災害・防災に関する研究、観測等の推進に関すること 

(4) 防災教育等の実施に関すること 

(5) 防災訓練に関すること 

(6) 再発防止対策の実施に関すること 

≪災害応急対策≫ 

(1) 災害発生直後の情報の収集、連絡及び通信の確保に関すること 

(2) 活動体制の確保に関すること 

(3) 災害発生直後の施設の緊急点検に関すること 

(4) 災害対策用資機材、復旧資機材等の確保に関すること 

(5) 災害時における応急工事等の実施に関すること 

(6) 災害発生時における交通等の確保に関すること 

(7) 緊急輸送に関すること 

(8) 二次災害の防止対策に関すること 

(9) ライフライン施設の応急復旧に関すること 

(10) 地方公共団体等への支援に関すること 

(11) 「災害時の情報交換に関する協定」に基づく、「連絡情報員（リエゾン）」

の派遣に関すること 

(12) 支援要請等による「緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）」の派遣に関する

こと 

(13) 被災者・被災事業者に対する措置に関すること 

≪災害復旧・復興≫ 

(1) 災害復旧の実施に関すること 

(2) 都市の復興に関すること 

(3) 被災事業者等への支援措置に関すること 

 

５ 自衛隊  

自衛隊は、天災地変その他の災害に対して、人命又は財産の保護のため必要があると認

められる場合は、原則として県の要請に基づき派遣され、様々な活動を行う。 

 

名称 業務の大綱 

陸上自衛隊第 32

普通科連隊 

≪災害派遣の準備≫ 

(1) 災害派遣に必要な基礎資料の調査及び収集に関すること 

(2) 自衛隊災害派遣計画の作成に関すること 

(3) 埼玉県地域防災計画と合致した防災訓練の実施に関すること 

≪災害派遣の実施≫ 

(1) 人命、身体又は財産の保護のために緊急に部隊等を派遣して行う必要の
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名称 業務の大綱 

ある応急救援又は応急復旧の実施に関すること 

(2) 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲渡に関する

こと 

 

６ 指定公共機関及び指定地方公共機関  

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、法

令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、県及び市の防災計画の作

成、実施が円滑に行われるように、その業務について県又は市に対し協力する責務を有す

る。 

 

【指定公共機関】 

名称 業務の大綱 

東日本旅客鉄道

(株)高崎支社 

(1) 災害により線路が不通になった場合の旅客の輸送手配、不通区間を新幹

線、バス等による代行輸送及び連絡社線の振替輸送に関すること 

(2) 災害により線路が不通となった場合 

ア 列車の運転整理及び折り返し運転、う回に関すること 

イ 線路の復旧並びに脱線車両の復線、修理、検査及び開通手配に関

すること 

(3) 線路、架線、ずい道、橋梁等の監視及び場合によっては巡回監視に関す

ること 

(4) 死傷者の救護及び処置に関すること 

(5) 事故の程度によっては、部外への救援要請及び報道機関への連絡に関す

ること 

(6) 停車場、その他輸送に直接関係ある建物、電力施設、信号保安施設通信

施設の保守及び管理に関すること 

(7) 帰宅困難者に関すること 

東日本電信電話

(株)埼玉事業部 

(株)NTT ドコモ

埼玉支店 

(1) 電気通信設備の整備に関すること 

(2) 災害時における非常通信の確保及び警報の伝達に関すること 

(3) 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること 

KDDI(株) 

北関東総支社 

(1) 重要通信の確保に関すること 

(2) 災害時における電気通信の疎通の確保及び被災通信設備等の復旧に関す

ること 

日本郵便(株) 

本庄郵便局・児

玉郵便局 

(1) 郵便事業の業務運行管理及びこれらの施設等の保全に関すること 

(2) 救助用物資を内容とする郵便物等の料金免除及び災害時における郵便は

がき等の無償交付に関すること 
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名称 業務の大綱 

日本赤十字社埼

玉県支部 

(1) 医療、助産及び遺体の処置（遺体の一時保存を除く。）に関すること 

(2) 救助に関し地方公共団体以外の団体又は個人がする協力の連絡調整に関

すること 

(3) 主として赤十字奉仕団の組織を通じ、各種赤十字奉仕団の特性と能力に

応じて炊き出し、救援物資の配分、避難所作業、血液及び緊急物資の輸

送、安否調査、通信連絡並びに義援金品の募集・配分に関すること 

NHK さいたま放

送局 

(1) 住民に対する防災知識の普及に関すること 

(2) 住民に対する応急対策等の周知徹底に関すること 

(3) 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること 

東京電力パワー

グリッド(株) 

熊谷支社 

(1) 災害時における電力供給に関すること 

(2) 被災施設の応急対策及び災害復旧に関すること 

 

【指定地方公共機関】 

名称 業務の大綱 

(一社)埼玉県ト

ラック協会 

災害時における貨物自動車（トラック）による救援物資等の輸送の協力に関

すること 

(一社)埼玉県バ

ス協会 

災害時におけるバスによる避難者の輸送の協力に関すること 

土地改良区 (1) 防災ため池等の設備の整備及び管理に関すること 

(2) 農業及び農業用施設の被害調査及び災害復旧に関すること 

(3) たん水の防排除施設の整備及び活動に関すること 

坂東上流水害予

防組合 

(1) 水防施設資材の整備に関すること 

(2) 水防計画の樹立及び水防訓練に関すること 

(3) 水防活動に関すること 

(4) 国、県等の関係機関との伝達や連携等に関すること 

都市ガス供給事

業者（本庄ガス） 

(1) ガス供給施設（製造施設も含む。）の建設及び安全保安に関すること 

(2) ガスの供給の確保に関すること 

(株 )テレビ埼

玉、(株)エフエ

ムナックファイ

ブ 

(1) 住民に対する防災知識の普及啓発に関すること 

(2) 住民に対する応急対策等の周知徹底に関すること 

(3) 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること 

(一社)埼玉県 LP

ガス協会 

(1) LPガス供給施設の安全保安に関すること 

(2) LPガスの供給の確保に関すること 

(3) カセットボンベを含む LP ガス等の流通在庫による発災時の調達に関す

ること 

(4) 自主防災組織等が LPガスを利用して行う炊出訓練の協力に関すること 
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名称 業務の大綱 

(一社)埼玉県医

師会 

(一社)埼玉県歯

科医師会 

(公社)埼玉県看

護協会 

(1) 医療及び助産活動の協力に関すること 

(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること 

(3) 災害時における医療救護活動の実施に関すること 

 

７ 一部事務組合 

市が関係する一部事務組合の災害時における役割は、次のとおりである。 

 

名称 業務の大綱 

児玉郡市広域市

町村圏組合（消

防本部を除く。） 

(1) 災害時における火葬に関すること 

(2) 災害時における廃棄物の処理に関すること 

(3) 災害時におけるし尿の処理に関すること 

 

８ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者  

市内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する責

務を有する者は、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実にその責務を果たさ

なければならない。（災害対策基本法第 7条第 1項） 

また、これらの団体の協力業務として考えられるものは、次のとおりである。 

(１) 異常現象、危険な場所等を発見したときに、関係機関に連絡すること 

(２) 災害時における広報等に協力すること 

(３) 出火の防止及び初期消火に協力すること 

(４) 避難誘導及び指定避難所内での救助に協力すること 

(５) 被災者の救助業務に協力すること 

(６) 炊き出し及び救助物資の調達配分に協力すること 

(７) 被害状況の調査に協力すること 

 

名称 業務の大綱 

本庄市社会福祉

協議会 

(1) 要配慮者の支援に関すること 

(2) 災害時におけるボランティア活動の支援に関すること 

民生委員・児童

委員協議会 

(1) 災害時における要配慮者への避難準備情報等の伝達及び安否確認への協

力に関すること 

(2) 災害時における要配慮者の避難行動の支援への協力に関すること 

医療機関 (1) 避難施設の整備及び避難訓練の実施に関すること 

(2) 被災地の病人等の収容、保護に関すること 

(3) 災害時における負傷者の医療救護、助産救助に関すること 

本庄市児玉郡薬

剤師会 

災害時における医薬品の確保協力に関すること 
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名称 業務の大綱 

埼玉ひびきの農

業協同組合 

(1) 市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

(2) 農作物の災害応急対策の指導に関すること 

(3) 被災農家に対する融資、あっせんに関すること 

(4) 農業生産資機材及び農家生活資材の確保、あっせんに関すること 

(5) 農産物の需給調整に関すること 

こだま森林組合 (1) 県、市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

(2) 被災組合員に対する融資又はそのあっせんに関すること 

本庄上里学校給

食組合 

給食センターにおける炊き出しに関すること 

本庄商工会議

所、児玉商工会

等商工業関係団

体 

(1) 市が行う商工業関係被害調査、融資希望者のとりまとめ、あっせん等の

協力に関すること 

(2) 市が行う災害時における物価安定の協力に関すること 

(3) 市が行う救援物資、復旧資材の確保の協力、あっせんに関すること 

社会福祉施設経

営者 

(1) 避難設備の整備及び避難等の訓練に関すること 

(2) 災害時における収容者の保護に関すること 

金融機関 被災事業者等に対する資金の融資に関すること 

学校法人 (1) 避難施設の整備及び避難等の訓練に関すること 

(2) 被災時における教育対策に関すること 

(3) 被災施設の災害復旧に関すること 

婦人会等社会教

育関係団体 

市が行う応急対策の協力に関すること 

(一社)埼玉県建

設業協会児玉支

部 

災害時の応急措置に関わる工事等の施工に関すること 

埼玉県電気工事

工業組合 

災害時の公共施設等の電気設備等の復旧活動に関すること 

埼玉県自動車整

備組合 

保有車両等の優先使用及び防災用品に関すること 

埼玉県宅地建物

取引業協会 

民間賃貸住宅の情報提供及び住宅提供の斡旋に関すること 

本庄ケーブルテ

レビ 

(1) 住民に対する防災知識の普及啓発に関すること 

(2) 住民に対する応急対策等の周知徹底に関すること 

(3) 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること 
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第３節 市民、自主防災組織及び事業所の役割 

 

平成 28 年（2016 年）熊本地震、東日本大震災及び阪神・淡路大震災をはじめとする大規

模地震並びに平成 26年 8月豪雨、平成 27年 9月関東・東北豪雨等の風水害等で得た最も重

要な教訓のひとつは、市民一人ひとりが、防災についての知識と行動力を身に付け、「自助（自

らの安全は自らが守る）」、「共助（共に協力しあい地域を守る）」の考え方のもとで、災害に

対処することが重要であるということである。 

市民はこの教訓に基づき、日ごろから非常食料等を備蓄し、近隣住民と協力して自主的に

すべての災害に備えるとともに、災害発生時には市及び防災関係機関が行う消火・救援活動

等の防災活動への協力に努めなければならない。 

事業所等は、防火管理体制の強化、防災訓練の実施等、災害に即応できる防災体制の充実

に努め、事業所内の安全を確保するとともに、地域住民の防災活動に積極的に協力するよう

努めなければならない。 

第１ 市民の果たす役割（自助） 

市民は、災害に強い地域づくりを担う一員として、次の役割を担う。 

１ 平常時に実施する事項 

(１) 防災に関する学習 

(２) 火災の予防 

(３) 防災設備（消火器、ガスのマイコンメーター、感震ブレーカー）の設置 

(４) 非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ及び乾電池等）の準備 

(５) 食料、飲料水、簡易トイレ及びトイレットペーパー等生活必需品の備蓄（最低 3日間（推

奨 1週間）分を目標） 

(６) 家具類の転倒防止やガラスの飛散防止対策 

(７) ブロック塀や自動販売機等、住居周りの安全点検、改修 

(８) 震災時の家族同士の連絡方法の確認（災害用伝言ダイヤル 171 等） 

(９) 自主防災組織への参加 

(１０) 県、市及び自主防災組織等が実施する防災訓練、防災活動への参加 

(１１) 近隣居住者との積極的な交流及び地域活動（自治会の活動等）への参加 

(１２) 近隣の要配慮者への配慮 

(１３) 住宅の耐震化 

(１４) 地震保険への加入 

(１５) 家庭や地域での防災総点検の実施 

☞【資料 10．①】『自治会の状況』参照 

 

２ 発災時に実施すべき事項 

(１) 初期消火の実施 

(２) 避難時には電気のブレーカーを切り、ガスの元栓を閉める 

(３) 自主防災活動への参加、協力 

(４) 指定避難所でのゆずりあい 

(５) 県、市、防災関係機関が行う防災活動への協力 

(６) 風評に乗らず、風評を広めない 



第１編 総則 

第３節 市民、自主防災組織及び事業所の役割 

 

18 (総-18) 

第２ 自主防災組織の果たす役割（共助） 

１ 平常時に実施する事項 

(１) 要配慮者を含めた地域住民のコミュニティの醸成 

(２) 日頃の備えと災害時の的確な行動等に関する防災知識の普及啓発（例：防災イベントの

実施、各種資料の回覧・配布） 

(３) 情報収集・伝達、初期消火、避難及び救出・救護等の防災訓練の実施 

(４) 防災用資機材の購入・管理等（資機材の例：初期消火資機材（軽可搬ポンプ、消火器）、

救助用資機材（ジャッキ、バール、のこぎり）、救護用資機材（救急医療セット、リヤ

カー）） 

(５) 地域の把握（例：危険箇所の把握、要配慮者） 

 

２ 発災時に実施すべき事項 

(１) 初期消火の実施 

(２) 情報の収集・伝達の実施 

(３) 被災者等の安否確認及び救助隊との協力・救出・救護の実施 

(４) 集団避難の実施（特に避難行動要支援者の安全確保に留意） 

(５) 指定避難所の運営活動の実施（例：炊き出し、給水、物資の配布、安否確認） 

 

第３ 事業所の果たす役割 

市内で活動する事業所は、災害時の事業所の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防

止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において災害時に重要

業務を継続するための事業継続計画(BCP)を策定するように努めるとともに、防災体制の整備、

食料・飲料水・物資等の備蓄、防災訓練の実施、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画

策定、各計画の点検や見直し等を実施する等の防災活動を推進する。 

また、事業所は、各事業所が属する地域における防災力の向上のため、自主防災組織等の

地域住民と共同し、防災訓練の実施や要配慮者の避難支援体制への協力等、自発的な防災活

動を推進する。 

１ 平常時に実施する事項 

(１) 防災責任者の育成 

(２) 建築物の耐震化等による安全性の確保 

(３) 建築物の風水害対策 

(４) 施設、設備の安全管理 

(５) 防災訓練等の実施 

(６) 従業員に対する防災知識の普及 

(７) 自衛消防隊及び自衛水防組織の結成と防災計画（危険物対策､初期消火､救助､避難誘導

及び帰宅困難者対策等）や浸水防止計画の作成 

(８) 地域防災活動への参加、協力 

(９) 企業の持つ人的資源、物的資源の活用方法の検討、協力体制の確立 

(１０) 指定緊急避難場所の提供、救助活動用の資機材の提供、人的支援等 

(１１) 食料、飲料水及び生活必需品等の備蓄 

(１２) 広告、外装材等の落下防止 
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(１３) 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（BCP）の策定 

 

２ 災害時に実施すべき事項 

(１) 正確な情報の把握及び伝達 

(２) 出火防止措置、初期消火の実施 

(３) 従業員、利用者等の避難誘導 

(４) 応急救助、救護 

(５) ボランティア活動への支援 

(６) 帰宅困難な従業員への支援 

(７) 重要業務の継続及びそのために必要な措置 
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第４節 本庄市の防災環境 

第１ 災害履歴 

１ 地震災害 

(１) 埼玉県 

埼玉県に被害を及ぼす地震は、主に相模湾から房総半島南東沖にかけてのプレート境

界付近で発生する地震と、陸域の様々な深さの場所で発生する地震がある。 

相模湾から房総半島南東沖にかけてのプレート境界付近で発生する地震としては、

1923 年の関東地震（M7.9）があり、県内のほぼ全域で震度 5～6 の揺れとなり、死者及

び行方不明者 411名等の被害が生じた。 

陸域の浅い場所で発生した被害地震としては、1931年の西埼玉地震（M6.9）がよく知

られている。この地震により、県内の広い範囲で震度 5程度の揺れとなり、県中部、北

部の荒川、利根川沿いの地盤の軟らかい地域を中心に死者 11名等の被害が生じた。この

地震は、関東平野北西縁断層帯で発生した可能性が指摘されているが、少なくともこの

断層帯の固有規模の地震（断層帯で周期的に発生する、その断層帯における最大規模の

地震）ではないと考えられている。 

また、遺跡調査等によると、818年の関東諸国の地震（M7.5 以上）による可能性があ

る地割れや噴砂が、埼玉県や群馬県の遺跡で見出されている。なお、818 年の地震は関

東平野北西縁断層帯で発生した可能性があるが、少なくともこの断層帯の固有規模の地

震ではないと考えられている。 

1649 年の武蔵・下野の地震（M7.0±1/4）は立川断層帯で発生した可能性があると指

摘されているが、詳細は不明である。 

荒川河口付近で発生した 1855年の（安政）江戸地震（M6.9）は、陸域の浅い場所で発

生した地震であったか、沈み込んだフィリピン海プレートに関係する陸域のやや深い場

所で発生した地震であったか明確でないが、県東部を中心に強い揺れが生じ、大きな被

害が生じた。 

さらに、沈み込んだ太平洋プレートに関係する陸域の深い場所で発生した地震として

は、（明治）東京地震と呼ばれる 1894 年の地震（M7.0）による被害が知られている。 

周辺地域で発生する地震や東海沖等、太平洋側沖合で発生するプレート境界付近の地

震によっても被害を受けたことがあり、2011 年（平成 23年）3月 11日には三陸沖を震

源とする東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生し、県内では宮代町で震度 6弱

を観測、負傷者 104人、建物全壊 24棟、半壊 199棟等の被害が生じた。 

埼玉県における被害地震は、次頁に示すとおりである。 
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【埼玉県における被害地震】 

発 生 
年月日 

ﾏｸﾞﾆﾁｭ

ｰﾄﾞ 
Ｍ 

緯度 
経度 

深さ 
km 

震源地域 被害記述 

 818.  7.5 
36.50 

139.50 
－ 関東諸国 

相模、武蔵、下総、常陸、上野、下野等、山崩れ谷埋まること数里、百姓の

圧死者多数。 

 878.11. 1 7.4 
35.50 

139.30 
－ 関東諸国 

相模、武蔵が特にひどく、5～6日震動が止まらなかった。公私の屋舎 1つ全

きものなく、地陥り往還不通となる。圧死者多数。 

1615. 6.26 6.5 
35.70 

139.70 
－ 江戸 家屋破潰、死傷多く、地割れを生じた。詳縮不明。 

1630. 8. 2 6.3 
35.75 

139.75 
 江戸 

江戸城西の丸御門口の石垣崩れ、塀も多少損ず。細川家上屋敷では白壁少々

落ち、塀もゆり割れたが下屋敷は異常なし。 

1649. 7.30 7.0 
35.80 

139.50 
－ 

武蔵、下

野 

川越で大地震、町屋で 700軒ばかり大破、500石の村、700石の村で田畑 3

尺ゆり下る。江戸城二の丸石垣、塀被損、その他城の石垣崩れ、侍屋敷、長

屋の破損、倒壊あり、上野東照宮の大仏の頭落ち、日光東照宮の石垣、石の

井垣被損し、八王子、伊那で有感、余震日々40～50回、死 50人余。 

川越で被害があった事が最近分かったが、川越付近の地盤の悪さによるとこ

ろが大きいと思われ、液状化現象らしい点もある。 

1703.12.31 8.2 
34.7 

139.8 
－ 関東南部 

相模武蔵、上総、安房で震度大、特に小田原付近の被害が大きい。房総でも

津波に襲われ多数の死者が出た。江戸の被害も大きかったが、埼玉県内の被

害の詳細は不明。 

1791. 1. 1 6.3 
35.80 

139.60 
－ 川越・蕨 

蕨で堂塔の転倒、土蔵等の被損。 

川越で喜多院の本社屋根等破損。 

1854.12.23 8.4 
34.00 

137.80 
－ 東海 県内の推定震度 5(蕨、桶川、行田)。 

1855.11.11 6.9 
36.65 

139.80 
－ 江戸 

激震地域は江戸の下町で、中でも本所、深川、浅草、下谷、小川町、曲輪内

が強く、山の手は比較的軽かったが土蔵の全きものは 1つもなかった。民家

の壊も多く、14,346軒という。また土蔵壊 1,410。地震後 30余箇所から出

火し、焼失面積は 2町(0.2km)×2里 19町(10km)に及んだ。幸いに風が静か

で大事には至らず翌日の巳の刻には鎮火した。死者は計 1万くらいであろう。 

県内の推定震度は大宮 5、浦和 6。荒川沿いに北の方熊谷辺りまで、土手割

れ噴砂等の被害があった。幸手から松戸付近までの荒川～利根川間の 52ケ

村総家数 5,041軒中、壊家 17軒、人家、土蔵、物置等壊同然 3,243軒。(村

毎の被害率 9～73%)。殆どは液状化による被害か。越谷土蔵の小被害。蕨で

宿壊 3軒｡土蔵は全て瓦壁土落ちる。家の大破 33軒､死 1､傷 1｡見沼代用水の

堤も多くの損害｡行田で壊､半壊 3｡土蔵は所々で大被､壁落等あり。 

1859. 1.11 6.0 
35.90 

139.70 
－ 岩槻 居城本丸櫓、多門その他所々被損、江戸、佐野、鹿沼で有感。 

1894. 6.20 7.0 
35.70 

139.80 
－ 

東京湾北

部 

被害の大きかったのは東京、横浜等の東京湾岸で、内陸に行くにつれて軽く、

安房、上総は震動がはるかに弱かった。東京府で死者 24、負傷 157人。家屋

全半壊 90、破損家屋 4,922、煙突倒壊 376、煙突亀裂 453、地面の亀裂 316か

所。 

埼玉県は南部で被害があった。飯能では山崩れ(幅 350間(約 630m))あり、鳩

ヶ谷で土蔵の崩壊 10、家屋破損 5、川口で家屋、土蔵の破損 25。南平柳村で

家屋小破 50､土蔵の大破 3､水田の亀裂から泥を噴出した｡鴻巣や菖蒲では亀

裂多く泥を噴出し､荒川、江戸川、綾瀬川筋の堤に亀裂を生じた。 

1894.10. 7 6.7 
35.60 

139.80 
－ 

東京湾北

部 

芝区桜川町、赤坂溜池、下谷御徒町で建物の屋根や壁に小被害。南足立郡小

台村は震動やや強く、練瓦製造所の煙突 3本析れ、屋根、壁等小破多し。 

1923. 9. 1 7.9 
35.20 

139.30 
－ 関東南部 

死者 99,331名、負傷者 103,733名、行方不明者 43,476名、家屋全壊 128,266

軒、半壊 126,233軒、焼失 447,128軒、流出 868軒。 

県の被害は、死者 316名、負傷者 497名、行方不明者 95名、家屋全壊 9,268

軒、半壊 7,577軒。 

1924. 1.15 7.3 
35.50 

139.20 
－ 丹沢山地 

関東地震の余震。神奈川県中南部で被害大。被害家屋の内には関東地震後の

家の修理が十分でないことによるものが多い。 

1931. 9.21 6.9 
36.15 

139.23 
0 

埼玉県北

部 

県で、死者 11人、負傷者 114人、全壊家屋 172戸、中北部の荒川、利根川

沿の沖積地に被害が多い。 

1968. 7. 1 6.1 
35.59 

139.26 
50 

埼玉県中

部 

深さが 50kmのため、規模の割りに小被害で済んだ。東京都で負傷 6名、家

屋一部破損 50、非住家破損 1、栃木で負傷 1名。 

1989. 2.19 5.6 
36.01 

139.54 
54 

茨城県 

南西部 

茨城県、千葉県で負傷者 2人、火災 2件。他に塀、車、窓ガラス破損、熊谷

で震度 3。 

2011.3.11 9.0 
38.06 

142.51 
24 三陸沖 

東北地方を中心に死者 15,883名、行方不明2,676名、負傷者6,144名。 

県の最大震度は6弱（宮代町）、負傷者104名、全壊24棟、半壊194棟、一部

破損16,161棟、火災発生12件。 

出典）埼玉県防災会議「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3月） 
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(２) 本庄市 

近年、県内に大きな地震被害をもたらした地震としては、1923年 9月 1日の関東大震

災、1931年 9月 21日の西埼玉地震、また最近では、2011年 3月 11日の東日本大震災が

ある。このうち、関東大震災と西埼玉地震では市における被害の記録はないが、東日本

大震災では大規模ではないものの被害が発生している。 

東日本大震災における市の被害状況は、次に示すとおりである。 

 

【東日本大震災における市の状況】 

項目 内容 

市の震度 震度 5弱 

市内被災状況 

 灯篭、屋根瓦、外壁、ブロック、墓石の倒壊及び落下等あり（市内

計96件）。 

 県水道は給水停止し、自家水源で対応。漏水1件。 

 新耐震基準以外の公共施設で耐震工事を完了していない施設の使

用を停止し、安全確認を実施。 

 橋梁の安全点検を実施。 

 市民プラザ・第三金屋集会所は当面の使用を停止。 

 本庄公民館は、中央公民館へ機能を移転。 

市の 
対応 

警戒体制（1号） 平成 23 年 3月 11日 14時 46分 

対応対策本部 
 本部設置 平成23年3月13日15時00分  

 本部会議 同年5月17日まで計27回開催 

帰宅困難者対応 

 平成23年3月11日 東日本旅客鉄道（株）の高崎線、上越新幹線及

び長野新幹線の運休により帰宅困難者が発生。 

 高崎線本庄駅の帰宅困難者（最終約120人）については、インフォ

メーションセンター及び市役所を開放。 

 東日本旅客鉄道（株）の上越新幹線及び長野新幹線の帰宅困難者（

約1,000人）については、東日本旅客鉄道（株）高崎支社の要請を

受けて、市が早稲田リサーチパークコミュニケーションセンターの

開放を要請。 

 市職員による夕・朝食及び毛布の配布。 

計画停電対応 

 平成23年3月13日20時過ぎに㈱東京電力より計画停電の実施情報が

発表。 

 14日午前中に全85自治会長へ計画停電資料の配布を依頼。 

 市内関係機関、保育園・幼稚園、病院、人口呼吸器等利用者へ個々

にて対応を要請・確認。 

避難者受入支援 

 市への避難者は最大26世帯84人（福島県、宮城県より）。 

 平成23年3月19日 市東日本大震災一時避難支援センター（コミュ

ニティセンター）を開設。 

 住宅、医療、介護、就学及び就労支援等の各種相談に個別に対応。 

放射性物質への
対応 

 情報収集の強化を指示。本庄保健所との連携により情報収集・整理。 

 埼玉県より農産物の放射線量測定結果が公表。 

 市水道の放射性物質は不検出との結果判明。市ホームページ、文字

放送へ掲載。 

※対応対策本部：東日本大震災の影響に対応するために設置された対策本部。 
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２ 水害、土砂災害 

市に被害を及ぼした水害、土砂災害は、次のものがあげられる。平成 23年の台風 12号

による大雨は、降り始めから 9 月 6 日 16 時までの間に 392.0mm の雨量を観測し、道路冠

水 2 箇所、土砂崩れ 9 箇所、床上浸水 9 棟、床下浸水 51 棟の被害が発生した。市では災

害対策本部を設置し、9月 3日には採取土砂崩落の危険のため、児玉町太駄平沢地区の 10

世帯 21 人に避難勧告を出した。 

 

【市に被害を及ぼした水害】 

年月日 名称 区域別被害状況 

1947.9.14 ～

15 

（昭和 22） 

カスリーン台

風 

旧共和村 

旧児玉町 

旧金屋村 

旧本泉村 

旧秋平村 

浸水 426 戸 死傷者 3 人 田畑冠水 157町 

浸水 311 戸 破壊 1戸 田畑冠水 79町 5反 

浸水 100 戸 田畑冠水 115町 3反 

浸水 100 戸 流失 2戸 田畑冠水 19町 3反 

浸水 170 戸 流破壊 2 戸 負傷者 10人 

田畑冠水 55 町 5反 

1953.9.23 ～

25 

（昭和 28） 

台風 13号 
旧共和村 

旧秋平村 

破壊 1戸 

破壊 1戸 

1966.6.27 ～

28 

（昭和 41） 

台風 4号 

旧本庄市 浸水 床下 5戸 田畑冠水 245ha 

旧児玉町 浸水 9戸 田畑冠水 310ha 

1966.10.7 

（昭和 41） 
台風 26号 

旧本庄市 
浸水 床下 42戸 死傷者 15 人 

建物破壊 6,689 戸 

旧児玉町 
浸水 床上 13戸 床下 237戸 死傷者 17人 建

物破壊 248戸 

1982.8.1～2 

（昭和 57） 
台風 10号 

旧本庄市 
浸水床下 400戸 建物破壊 76 戸 

田畑冠水 600ha 橋梁流失 6 橋 

旧児玉町 浸水 床上 36戸 床下 384 戸 田畑冠水 358ha 

1982.9.12 ～

13 

（昭和 57） 

台風 18号 旧本庄市 
浸水 床上 15戸 床下 600 戸 

堤防損傷 24 箇所 田畑冠水 50ha 

1989.8.16 

（平成元） 
集中豪雨 旧本庄市 浸水 床上 26戸 床下 127 戸 

1995.6.27 ～

28 

（平成 7） 

大雨 旧本庄市 橋梁流失 1橋 負傷者 2人 

1997.8.26 

（平成 9） 
集中豪雨 旧本庄市 浸水 床上 4戸 床下 59戸 

1998.9.16 

（平成 10） 
台風 5号 旧本庄市 

浸水 床上 2戸 床下 9戸 

田畑冠水 334ha 

2007.9.5～8 

（平成 19） 
台風 9号 本庄市 

本庄地域 浸水 床下 1戸 

児玉地域 

浸水 床下 1戸 河川堤防決壊 3箇所 

崖崩れ 11箇所 道路冠水 3 箇所 

避難者 10人 

2011.9.1～6 

（平成 23） 
台風 12号 本庄市 

本庄地域 浸水 床上 4戸 床下 43戸 

児玉地域 

浸水 床上 5戸 床下 8戸 

土砂流出等 7箇所（うち崖崩れ 3箇所） 

橋梁流失 1橋 避難者 22人 

2015.9.8～10 

（平成 27） 
台風 18号 本庄市 児玉地域 

土砂崩れ 2か所 

道路冠水 1か所 
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【平成 23年台風 12号における市の状況】 

月日 状況・対応等 備考 

8 月 31日 ・大雨警報 熊谷地方気象台 

9 月 1 日 

・土砂災害警戒情報 埼玉県・熊谷地方気象台 

・消防団に出動要請  

・災害対策本部設置 1 号配備 2 号配備 

・本泉地区 避難準備情報 児玉文化会館を避難所開設 

・本庄地域 避難準備情報 小・中学校体育館を避難所開設 

・児玉地域 避難準備情報 小・中学校体育館を避難所開設 

9 月 2 日 
・雨水浸水により避難所へ避難 児玉中へ 5世帯 8人が避難 

・避難所開設 市役所 6 階を開設 

9 月 3 日 
・避難勧告発令 太駄平沢地区（本泉生活改善センター） 

・自主避難者 太駄上区山村センターへ 8人が避難 

9 月 6 日 

・土砂災害警戒情報解除 埼玉県・熊谷地方気象台 

・大雨警報から注意報へ変更 熊谷地方気象台 

・避難勧告解除 対象：平沢地区 10 世帯 

・避難準備情報解除 対象：市内全域 

・避難所閉鎖 
小・中学校体育館、市役所 6 階、児玉文化会館、

本泉生活改善センター 

・災害対策本部の解散 1・2配備解除 

 

３ 雪害 

雪害は、冬季の発達した低気圧等によってもたらされる。雪害による市の被害状況は次

に示すとおりである。 

平成 26年 2月 8～9日、同月 14～15日にかけての大雪は、市内で 65㎝の積雪（埼玉県

本庄県土整備事務所観測）を記録し、山間部では 1mを超える観測史上最大の積雪となり、

市内において道路交通網の寸断、鉄道等の公共交通機関の運休、長時間の停電及び農作物

の被害等が発生し、約 1週間にわたって市民生活に大きな混乱をもたらした。 

 

【市における雪害の被害】 

年月日 名称 区域別被害状況 

2014.2.8 ～

9、14～15 

（平成 26） 

平成26年豪雪 本庄市 

積雪 65㎝（本庄市内、埼玉県本庄県土整備事務所観測） 

1m 以上（山間部） 

人的被害：負傷者 15名 

建物被害：全壊 55 棟、半壊または損壊 129棟 

その他構造物の損壊：207件 

農業用施設被害：ハウス 2,261棟、畜舎等 50棟 
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４ 竜巻等の突風による被害 

竜巻等の突風は、積乱雲や積雲が発生しやすい特殊な気象状況下で発生し、日本ではい

つでもどの場所においても起こる可能性があり、台風シーズンに多くなる傾向はあるが、

冬場等も寒冷前線の影響で発生することもある。 

竜巻等の突風による市の被害状況は、次に示すとおりである。 

 

【市における竜巻等の突風の被害】 

年月日 名称 区域別被害状況 

2016.7.14 

（平成 28） 
突風 本庄市他 

住家屋根の一部損壊 1 件 

ビニールハウス損壊 1 件 

 

５ 火山噴火に伴う降灰被害 

浅間山は市から西へ70㎞、優美な山容ながら有史以来たびたび噴火を繰り返している。

そのうちでも最大規模のものが、天明 3年（1783年）7月の大噴火である。各地に残され

たこの噴火に関する手記、記録を見ても、連続する鳴動の凄まじさには、恐怖にうち震え

てひたすら念仏を唱えるのが精一杯という状況であった。この年、浅間山は 4月上旬から

噴火をはじめ、5月下旬に大爆発をし、その後小康を保っていた。それが 6月下旬から再

び激しい鳴動を開始し、26日には本庄宿でも火山灰が降った。7月 4日から 7日にかけて

前代未聞の猛然たる大噴火となり、真っ赤に焼けた溶岩が手まりのように 150m 以上も上

がった。噴出した溶岩は、大岩・小岩、あるいは砂泥となって烏川に流れ、さらに利根川

に流れ込んだ。市の三友・新井・都島・山王堂付近でも、流れ着いた溶岩の煙が立ち上が

っていたといわれる。 

また、上州碓氷郡、群馬郡はいうまでもなく、武州児玉郡、榛沢郡等でも、空を覆った

噴煙や降砂（降灰）等で、日中にもかかわらず夕暮れ時のようになった。そして降砂は広

く関東から奥羽・北陸地方にまで見られた。 

 

６ 広域放射能汚染 

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により放射性物質が大気中

に放出され、本県においても広域放射能汚染が発生した。文部科学省が実施した航空機モ

ニタリングの結果では、県内の多くの地域は、毎時0.1マイクロシーベルト以下だったが、

三郷市と吉川市の東部及び県西部の山間地に毎時 0.2～0.5 マイクロシーベルトのホット

スポットがあり、市では局所的に毎時 0.1～0.2 マイクロシーベルトとなる箇所が認めら

れた。 

市は、平成 23 年度から定期的に市内の小・中学校、公共施設及び公園等における大気

中の放射線量の測定を実施しているが、測定値はいずれの地点も基準値を下回っていた。 

 

７ その他の災害 

平成 18年 4月 9日に発生した飯倉地内の林野火災は、焼失面積 38haと広大で、児玉郡

市広域消防本部はもとより、熊谷地区消防本部他 4本部、近隣の消防団の応援や、防災航

空隊ヘリも 5機出動する大火災であった。 
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第２ 自然環境の特性 

１ 位置・地勢 

本市は、東京から 80 キロメートル圏、埼玉県の西北部に位置し、東は深谷市、西は上

里町、神川町、南は美里町、長瀞町、皆野町、北は利根川をはさんで群馬県伊勢崎市に接

している。 

地形は、北部から中央部の平地部分と南西部の山地部分とに大別されるが、北部から中

央部の地形は概ね平坦で安定した地盤を有しており、市街地南部は小山川流域の灌漑を利

用し、北から東にかけての利根川流域は総じて地味肥沃、農業生産は豊富である。 

一方で、長瀞町等との境界に近い南西部は、500m級の山々が連なる山林地となっている。 

 

【市の位置、面積等】 

位置（市役所） 
東経：139度 11分 25秒 

北緯：36度 14分 36秒 

面積 89.69km2 

海抜 
最低：38.0m 

最高：593.6m 

広ぼう 
東西：17.2km 

南北：17.3km 

 

２ 地形・地質 

地形・地質についても、北部から中央部の平地部分と南西部の山地部分とに大別されて

おり、北部平地部分については、地形は、北より南へ低地、台地、丘陵の順でならんでい

る。しかし、地形が形成された過程からは、逆に丘陵、台地、低地の順となる。また、地

質はそれぞれ、丘陵部が洪積世中期に、台地部が洪積世末期に、低地部が最も新しい沖積

世に形成された。 

このことにより、北東部から中央部の平地部分の台地が現在の地形となるに至った過程

は、はじめに小高い丘陵があり、ついで神流川の運ぶ土砂が丘陵頂上部だけを残して埋め

尽くし、一面を扇状地と化した。さらにその先端を烏川が浸蝕し、低地部分を造りだした

ものである。 

また、北東部から中央部の平地部分と南西部の山地部分との境界は、飯能～下仁田方面

に延びるいわゆる「八王子構造線」によって、地質的にも地形的にも明瞭である。南西部

の山地は、上武山地に属するが、小山川によって分断され東西二つの山稜に区分される。

西の山並みは、児玉地域の太駄～稲沢～飯倉方面へと連続し、東の山稜は不動山～間瀬峠

～榎峠～陣見山と 500m級の山並みが続いている。 
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【市周辺の地質】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 活断層 

県内の活断層で発生したとみられる地震としては、1931年の西埼玉地震が挙げられるが、

地震断層の出現は確認されておらず、どの活断層が活動したかは特定されていない。 

活断層の活動の度合いを A級（千年あたりの変位量が 1m以上 10m未満）、B級（千年あ

たり 10cm以上 1m未満）、C級（千年あたり 1cm以上 10cm 未満）と区分することが多いが、

県内には最も活動度が高い A級の活断層はなく、すべて B級ないし C級と推定される。こ

れらの活断層の活動間隔は数千年のオーダーと考えられる。 

なお、政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会は、発生すると地震の規模が大きく、

社会的・経済的影響が大きいと考えられる全国の主要な 98 の断層帯について震源断層の

位置や形状を調査し、その結果を長期評価として公表している。 

県及びその周辺の活断層の位置図及び評価の概要は次に示すとおりである。 

☞【資料２．③】『本庄市及びその周辺の活断層図』参照 
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【埼玉県の活断層】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典）埼玉県防災会議「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3月） 
 

【地震調査研究推進本部が公表した埼玉県内の断層帯の評価の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典）埼玉県防災会議「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3月） 

 

４ 河川 

市は埼玉県北部利根川流域に位置し、北部利根川沿いの低地から南部の児玉丘陵にかけ

て変化に富んだ地形であるため、市内には多数の河川を有している。 

市内の主要な河川は、次に示すとおりである。 

 

【市内の主要な河川】 

名称 流域面積(km2) 流路延長(km) 合流河川 

利根川 16,840 322 － 

小山川 204.13 36.41 利根川 

清水川 6.42 5.53 小山川 

備前渠川 8.36 3.85 小山川 

元小山川 12.36 7.78 小山川 

女堀川 36.54 14.95 小山川 

男堀川 3.92 5.55 小山川 

御陣場川 24.3 9.40 利根川 

  出典）埼玉県「利根川水系小山川ブロック河川整備計画」（平成 18年 3 月） 

本庄市
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５ 気象 

市の最寄りの気象官署である熊谷地方気象台において観測された降水量、降雪の深さ、

気温及び風向風速について、観測史上上位 5位までの観測値は、次のとおりである。 

 

【熊谷地方気象台の観測史上 1～5位の値（年間を通じての値）】 

順位 

要素名 
1位 2位 3位 4位 5位 

統計 

期間 

日降水量 

(mm) 

301.5 

(1982/9/12) 

292.4 

(1947/9/15) 

277.2 

(1958/9/26) 

267.1 

(1966/6/28) 

255.1 

(1941/7/22) 

1896/12 

2017/8 

日最大 10分間 

降水量(mm) 

35.8 

(1943/9/3) 

35.3 

(1947/6/8) 

34.3 

(1942/7/7) 

33.5 

(2008/8/16) 

31.0 

(2001/6/7) 

1937/1 

2017/8 

日最大 1時間 

降水量(mm) 

88.5 

(1943/9/3) 

85.0 

(1976/6/15) 

84.6 

(1927/7/31) 

76.0 

(1995/8/22) 

75.8 

(1955/7/22) 

1915/6 

2017/8 

年降水量の 

多い方から(mm) 

1870.0 

(1998) 

1832.5 

(1991) 

1803.3 

(1950) 

1719.5 

(1941) 

1685.8 

(1915) 

1896年 

2017年 

年降水量の 

少ない方から(mm) 

713.0 

(1984) 

738.3 

(1933) 

805.5 

(1973) 

877.7 

(1962) 

885.0 

(1978) 

1896年 

2017年 

降雪の深さ日合計 

(cm) 

43 

(2014/2/8) 

43 

(1954/1/24) 

33 

(2014/2/14) 

28 

(1969/3/12) 

27 

(2014/2/15) 

1953/1 

2017/8 

降雪の深さ月合計 

(cm) 

106 

(2014/2) 

56 

(2001/1) 

48 

(1998/1) 

48 

(1954/1) 

46 

(1969/3) 

1953/1 

2017/8 

月最深積雪 

(cm) 

62 

(2014/2/15) 

45 

(1936/2/23) 

43 

(1954/1/24) 

28 

(1968/2/16) 

27 

(1969/3/12) 

1896/12 

2017/8 

日最高気温の 

高い方から(℃) 

40.9 

(2007/8/16) 

39.9 

(1997/7/5) 

39.8 

(2011/6/24) 

39.7 

(2000/9/2) 

39.6 

(2001/7/13) 

1896/12 

2017/8 

日最低気温の 

低い方から(℃) 

-11.6 

(1919/2/9) 

-10.5 

(1954/1/27) 

-10.4 

(1925/1/31) 

-9.8 

(1923/1/26) 

-9.8 

(1918/12/12) 

1896/12 

2017/8 

日最大 

風速・風向(m/s) 

31.7 西 

(1900/9/28) 

22.8 南東 

(1966/9/25) 

21.5 西北西 

(1915/2/4) 

21.1 南 

(1959/9/27) 

20.5 西 

(1917/10/1) 

1896/12 

2017/8 

日最大瞬間 

風速・風向(m/s) 

41.0 南東 

(1966/9/25) 

31.9 北西 

(1996/7/3) 

31.6 南 

(1959/9/26) 

31.4 南南東 

(1979/10/19) 

30.8 西 

(2002/10/1) 

1940/1 

2017/8 

出典）熊谷地方気象台（埼玉県熊谷市桜市 1-6-10、明治 29(1896)年 12月 1日観測開始） 
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第３ 社会環境の特性 

１ 人口 

(１) 人口・世帯数の推移 

国勢調査による市の人口の推移は、平成12年の82,670人をピークに以後減少に転じ、

平成 27年 10月 1日現在 77,881人となっている。 

それに対し世帯数は、平成 22年までは増加傾向にあったが平成 22年をピークに減少

に転じ、平成 27年 10月 1日現在 31,004 世帯となっている。 

 

【人口・世帯数等の推移】 

区分 
年 

世帯数 人口 
1世帯当たり 

人員 
人口密度 
(人/km２) 

昭和 60 年（1985） 21,344 75,449 3.53 841  

平成 2年（1990） 23,969 78,551 3.28 876  

平成 7年（1995） 26,190 81,662 3.12 910  

平成 12 年（2000） 27,939 82,670 2.96 922  

平成 17 年（2005） 29,290 81,957 2.80 914  

平成 22 年（2010） 32,217 81,889 2.54 913  

平成 27 年（2015） 31,004 77,881 2.51 868  

注）平成 17 年以前の値は、合併前の旧本庄市と旧児玉町を合算した。 

人口密度は、市の面積を 89.69km2として算定した。 

出典）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（平成 27年 10月 1日現在） 

 

【人口・世帯数等の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（平成 27年 10月 1日現在） 
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(２) 年齢別人口 

市の人口は、平成 27年 10月 1日（国勢調査）現在 77,881人となっている。 

そのうち、年齢別人口の割合は、年少人口が 11.7%､生産年齢人口が 60.4%、老年人口

が 26.9%であり、その中で 75歳以上の割合は 12.7%となっている。 
 

【年齢別人口】 

区分 総数（人） 構成比（%） 男（人） 女（人） 

年少人口 0 ～14 歳 9,103 11.7  4,640 4,463 

生産年齢人口 15～64 歳 47,028 60.4  24,227 22,801 

老年人口 
65歳以上 20,965 26.9  9,279 11,686 

（75歳以上）  （9,856） （12.7）  （3,855） （6,001） 

合  計 77,881 － 38,622  39,259 

出典）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（平成 27年 10月 1日現在） 

 

(３) 昼夜別人口 

市の夜間人口は 77,881人、昼間人口は 80,065人であり、昼間人口は夜間人口に比べ

2,184 人多い。 

 

【昼夜別人口】 

常住地による人口 従業地・通学地による人口 
昼夜間人口 

比率（%） 
夜間人口 

（人） 

流出人口（人） 昼間人口 

（人） 

流入人口（人） 

県内他市町 県外 県内他市町 県外 

77,881  11,941 6,620 80,065  15,127 5,618 102.8  

出典）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（平成 27年 10月 1日現在） 

 

(４) 市外への通勤者及び通学者数 

首都圏において昼間の時間帯で大規模な地震が発生した場合、市外へ通勤、通学する

者は、帰宅困難になる可能性がある。 

市から市外への通勤者及び通学者の総数は 18,753人で、うち県内が 11,905人、県外

へは 6,597人となっている。県外に通勤、通学するものの多くは群馬県への通勤、通学

で 4,685人、次いで東京都への 1,541人となっている。 
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【市からの就業・通学者数（15 歳以上）】 

区分 計 就業者 通学者 

当地に常住する就業者・通学者 41,427 37,555 3,872 

  

自市で従業・通学 21,091 19,420 1,671 

他市区町村で従業・通学 18,753 16,665 2,088 

  

県 内 11,905 10,707 1,198 

 

さいたま市 699 593 106 

深谷市 3,016 2,585 431 

上里町 2,186 2,178 8 

熊谷市 1,543 1,283 260 

美里町 1,355 1,355 － 

神川町 1,063 1,014 49 

寄居町 561 498 63 

鴻巣市 148 126 22 

その他 1,334 1,075 259 

県 外 6,597 5,722 875 

  

群馬県 4,685 4,320 365 

  

伊勢崎市 1,527 1,484 43 

高崎市 1,079 906 173 

その他 2,079 1,930 149 

東京都 1,541 1,110 431 

その他県 371 292 79 

注 1) 従業地・通学地「不詳」を含む。 

注 2) 他市区町村に従業・通学で，従業地・通学地「不詳」を含む。 

注 3) 上記理由により、総数は内訳の合計と一致しないことがある。 

出典）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（平成 27年 10月 1日現在） 

 

(５) 要配慮者人口 

平成 29 年 4 月 1 日現在の総人口（78,781 人）に対し、本市の要配慮者人口（住民基

本台帳、要介護(要支援)認定及び障害者手帳で把握可能な要配慮者）は次のとおりとな

っている。 

ア 65 歳以上の高齢者：21,056人（平成 29年 4月 1日現在） 

イ 75 歳以上の高齢者：9,896人（平成 29年 4月 1日現在） 

ウ 要介護（要支援）認定者数：3,511人（平成 29年 3月 31日現在） 

エ 6歳未満の乳幼児：3,435人（平成 29年 4月 1日現在） 

オ 障害者手帳所持者数：4,063人（平成 29年 3月 31日現在） 

カ 外国人人口：2,125人（平成 29年 4月 1日現在） 
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２ 建物 

建築基準法は、昭和 46年（1971年）に十勝沖地震（昭和 43年）を教訓に見直しが行わ

れ、より高い安全性を求めて基準を補足し修正された。さらに、昭和 56年（1981年）に

宮城県沖地震（昭和 53 年）を教訓に、震度 6 強から 7 の揺れでも倒壊しない水準を求め

て耐震設計基準が大幅に改正された。改正された耐震基準の有効性は、平成 7 年（1995

年）に発生し震度 7の激震が適用された阪神・淡路大震災でおおむね確認されたが、昭和

56 年以降に建てられた建物にも一部被害は認められた。その後、平成 12年（2000年）に

建築基準法が改正され、部材接合部の金具や壁のバランスよい配置等に関する規定を追加

して耐震基準（新・新耐震基準）が強化された。 

しかし、同一地震、同一地域で震度 7の揺れを 2回記録した平成 28年（2016年）熊本

地震では、新・新耐震基準を満足していても全壊した建物があった。同法の耐震基準は、

震度 6強から 7の揺れでも倒壊しない水準を求めているが、強い揺れに 2度襲われること

は想定されていない。 

そのため、平成 28年（2016年）熊本地震の教訓を受け、国土交通省では、建築基準の

あり方も含めて建物の耐震性の確保・向上方策について検討を行っている。 

市の住宅棟数は、平成 25 年 10 月 1 日現在、全部で 32,860 棟あり、そのうち耐震上問

題が懸念される昭和 55年以前に建築された住宅は 8,440 棟で全体の 25.7%を占めている。

なかでも昭和 45年以前に建築された住宅は 3,880棟で全体の 11.8%となっている。 

市の住宅について、建築時期別、構造別、建て方別に集計した結果を次に示す。 

 

【建築時期別、建物構造別住宅棟数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査報告」（平成 25年 10 月 1日現在） 

 

 

 

 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

昭和45年以前

昭和46年 ～ 55年

昭和56年 ～ 平成2年

平成3年  ～ 12年

平成13年 ～ 17年

平成18年 ～ 22年

平成23年 ～ 25年9月

棟

木造 非木造



第１編 総則 

第４節 本庄市の防災環境 

 

34 (総-34) 

【市の建築時期別、構造別、建て方別住宅数】 

区 分 総数 一戸建 長屋建 

共同住宅 

総数 
1～2 

階建 

3～5 

階建 

6～10階

建 

11階建 

以上 

＜住宅総数＞  32,860  24,450  770 7,610 4,800 1,620 680 510 

昭和 45年以前  3,880  3,580  250 40 - 40 - - 

昭和 46年 ～ 55年  4,560  4,240  80 230 40 190 - - 

昭和 56年 ～ 平成 2年  6,310  4,490  20 1,800 520 720 250 310 

平成 3年  ～ 12年  6,590  4,730  30 1,830 1,170 270 390 - 

平成 13年 ～ 17年  3,020  2,260  30 730 520 170 40 - 

平成 18年 ～ 22年  3,130  2,060  10 1,060 750 110 - 200 

平成 23年 ～ 25年 9月  1,490  1,060  90 340 340 - - - 

＜木造＞  24,930  23,060  740  1,120  1,120 - - - 

昭和 45年以前  3,730  3,460  250 - - - - - 

昭和 46年 ～ 55年  4,140  4,040  80  10  10 - - - 

昭和 56年 ～ 平成 2年  4,390  4,250  20  120  120 - - - 

平成 3年  ～ 12年  4,770  4,480 -  300  300 - - - 

平成 13年 ～ 17年  2,240  2,130  30  80  80 - - - 

平成 18年 ～ 22年  1,960  1,870  10  70  70 - - - 

平成 23年 ～ 25年 9月  1,090  980  70  40  40 - - - 

＜非木造＞  7,930  1,390  40  6,490  3,670  1,620  680  510 

昭和 45年以前  150  120 -  40 -  40 - - 

昭和 46年 ～ 55年  420  200 -  220  30  190 - - 

昭和 56年 ～ 平成 2年  1,920  240 -  1,670  390  720  250  310 

平成 3年  ～ 12年  1,810  260  30  1,530  880  270  390 - 

平成 13年 ～ 17年  780  130 -  640  450  170  40 - 

平成 18年 ～ 22年  1,170  180 -  990  670  110 -  200 

平成 23年 ～ 25年 9月  400  90  10  300  300 - - - 

注１）「共同住宅」は複数の住戸が階を重ねて集合して 1 棟を構成する形式のものをいい、「長屋」と

は全住戸が敷地から建築物内を介さずに直接出入りする形式をいう。 

注２）総数は、建築の時期「不詳」を含むため、各欄の住宅数の合計と一致しないことがある。 

出典）総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査報告」（2013年 10月 1日現在） 

 

３ 交通 

市の鉄道は、東日本旅客鉄道（株）の高崎線、八高線及び上越新幹線が通っている。平

成 16 年 3月の上越新幹線本庄早稲田駅の開業に伴い、市と東京駅は約 60分で結ばれてい

る。 

市の主要道路は、関越自動車道、本庄児玉インターチェンジ、国道 17号、国道 254号、

国道 462号等が縦横に走り、東京と上信越方面を結ぶ交通の要衝となっている。 
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【駅乗車人員（単位：人／日）】 

年 

1日当たりの平均乗車人員 

高崎線 

本庄駅 

八高線 

児玉駅 

上越新幹線 

本庄早稲田駅 

平成 23 10,469  340  1,959  

平成 24 10,410  333  2,062  

平成 25 10,495  352  2,152  

平成 26 10,051  332  2,114  

平成 27 10,427  335  2,150  

出典）埼玉県「埼玉県統計年鑑」（平成 24 年～平成 28 年） 

 

市内の公共交通としては、デマンドバス（停留所間を予約を受けて運行）、シャトルバ

ス（本庄駅南口～本庄早稲田駅を定期運行）、民間バス会社による路線バス（3社 4路線）

が走行しており、通勤・通学者等によって利用されている。 

 

４ 土地利用 

市の土地利用を平成 27年の地目別面積の割合で見ると、その他が 30.5%と最も大きく、

次が畑で 18.9%、以下順に宅地の 17.5%、山林の 17.3%、田の 8.7%、雑種地の 5.4%となっ

ている。 

また、地目別面積について最近 10 年間の変化を見ると、減少傾向にあるのが田、畑、

池沼、山林及び雑種地で、増加傾向にあるのが宅地、原野及びその他である。 

 

【地目別土地面積の推移（単位：ha）】 

年 総面積 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他 

平成 18 8,971.0  844.5  1,777.2  1,462.7  8.7  1,609.5  124.7  548.5  2,595.2  

19 8,971.0  840.1  1,762.9  1,475.3  7.4  1,627.7  126.1  460.1  2,671.4  

20 8,971.0  837.2  1,743.9  1,484.1  7.4  1,580.9  130.9  461.3  2,725.3  

21 8,971.0  834.4  1,729.5  1,497.4  7.7  1,622.4  137.9  441.7  2,700.0  

22 8,971.0  832.0  1,721.5  1,506.4  7.7  1,623.7  137.4  442.9  2,699.4  

23 8,971.0  827.7  1,714.9  1,519.2  7.7  1,572.7  136.9  438.7  2,753.1  

24 8,971.0  815.9  1,705.9  1,534.4  7.7  1,571.6  136.9  444.4  2,754.1  

25 8,971.0  797.0  1,698.8  1,551.4  7.7  1,571.4  136.8  446.0  2,761.8  

26 8,971.0  785.6  1,681.2  1,562.9  7.5  1,565.8  135.8  455.8  2,776.5  

27 8,969.3  782.6  1,696.5  1,571.9  7.8  1,553.5  134.5  484.8  2,737.7  

（%） (100.0) (8.7) (18.9) (17.5) (0.1) (17.3) (1.5) (5.4) (30.5) 

H27/H18 1.00  0.93  0.95  1.07  0.90  0.97  1.08  0.88  1.05  

注）年欄の「H27/H18」は、平成 18年を基準とした平成 27年の面積比を示す。 

雑種地とは野球場、テニスコート、ゴルフ場、競馬場、鉄軌道地及び遊園地等である。 

その他とは墓地、境内地、運河用地、水道用地、用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公

衆用道路、公園及び鉱泉地をいう。 

出典）埼玉県「埼玉県統計年鑑」（平成 19 年～平成 28 年、各年 1月 1日現在） 
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【地目別土地面積の推移（単位：ha）】 
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出典）埼玉県「埼玉県統計年鑑」（平成 19 年～平成 28 年、各年 1月 1日現在） 
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第５節 計画の前提条件及び基本方針 

第１ 地震被害想定 

市に係る地震被害想定については、県が実施した「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調

査」（平成 26年 3月埼玉県）を参考に、次に示すとおり設定した。 

１ 想定地震 

中央防災会議や地震調査研究推進本部の成果を参考に県が想定した地震を次に示す。 

 

【想定地震とその概要】 

地震の 

タイプ 
想定地震名 

マグニ 

チュード 
想定概要 

海溝型 

地震 

東京湾北部地震 7.3 フィリピン海プレート上面の震源深さに関する最新

の知見を反映 

※今後 30 年以内に南関東地域で M7 級の地震が発生す

る確率：70% 

茨城県南部地震 

7.3 

元禄型関東地震 

8.2 

過去の記録等で、首都圏に大きな被害をもたらした

とされる巨大地震を想定（相模湾～房総沖） 

※今後 30年以内の地震発生確率：ほぼ 0% 

活断層型 

地震 

関東平野北西縁 

断層帯地震 
8.1 

深谷断層と綾瀬川断層を一体の断層帯として想定 

※今後 30年以内の地震発生確率：0%～0.008% 

立川断層帯地震 
7.4 

最近の知見に基づく震源条件により検証 

※今後 30年以内の地震発生確率：0.5%～2% 

注）※は地震調査研究推進本部による長期評価を参照にしたものである。 

出典）埼玉県「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」（平成 26年 3月） 

 

【想定地震の震源位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）埼玉県「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」（平成 26年 3月） 

想定地震の震源位置図 

本庄市 

関東平野北西縁 
断層帯地震 

茨城県南部地震 

東京湾北部地震 

 立川断層帯地震 

 元禄型関東地震 
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２ 想定結果 

県が想定した 5つの地震による市における被害想定結果は、次表のとおりである。 

このなかで、市に最も大きな地震被害をもたらすと考えられるのは、「関東平野北西縁

断層帯地震」である。県が防災対策の対象としている「東京湾北部地震」では、帰宅困難

者を除き、市における被害はほとんどないものと予想されている。 

 

【本庄市における地震被害想定結果（各想定地震とも被害想定の最大値を記載）】 

項目 予測内容 単位 
東京湾北部 

地震 

茨城県南部 

地震 

元禄型 

関東地震 

関東平野 
北西縁 

断層帯地震 

立川断層帯 

地震 

震度 最大震度 － 4 5弱 5弱 7 5弱 

液状化 高い地域 
面積 km２ 0 0 0 0 0 

面積率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

建物 

被害 

木 

造 

全壊 

(揺れ＋液状化) 

全壊棟数 棟 0 0 0 5,192 0 

全壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 13.99 0.00 

半壊 

(揺れ＋液状化) 

半壊棟数 棟 0 1 0 4,214 0 

半壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 11.35 0.00 

非 

木 

造 

全壊 

(揺れ＋液状化) 

全壊棟数 棟 0 0 0 338 0 

全壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.91 0.00 

半壊 

(揺れ＋液状化) 

半壊棟数 棟 0 0 0 689 0 

半壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 1.86 0.00 

全壊 

(急傾斜地崩壊) 

全壊棟数 棟 0 0 0 3 0 

全壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 1.93 0.00 

半壊 

(急傾斜地崩壊) 

半壊棟数 棟 0 0 0 6 0 

半壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 4.50 0.00 

焼失 焼失棟数 棟 0 1 2 617 0 

土砂 

災害 
急傾斜地崩壊の危険性 

高い 箇所数 0 0 0 38 0 

やや高い 箇所数 0 0 0 23 0 

低い 箇所数 63 63 63 2 63 

屋外 

危険物 

ブロック塀倒壊数 箇所 0 0 0 3,986 13 

自動販売機倒壊数 箇所 0 0 0 41 0 

落下物発生建物数 棟 0 0 0 4,743 0 

人的 

被害 

死者数 人 0 0 0 365 0 

負傷者数 人 0 0 0 1,622 0 

うち重傷者数 人 0 0 0 471 0 

ライフ 

ライン 

被害 

電気 

停電 

人口 

直後 人 0 32 0 81,889 0 

1日後 人 0 5 4 53,813 0 

停電率 
直後 ％ 0.00 0.04 0.00 100 0.00 

1日後 ％ 0.00 0.01 0.00 65.71 0.00 

電話 

不通 

回線 

回線数 回線 0 0 1 746 0 

不通率 ％ 0.00 0.00 0.00 2.25 0.00 

携帯 

電話 

停電率 ％ 0 0 0 65.7 0 

不通率 ％ 0.00 0.00 0.00 2.2 0.00 

都市ガス 
供給停止件数 件 0 0 0 13,062 0 

供給停止率 ％ 0.0 0.0 0.0 100 0.0 

上水道 断水人口（1日後） 人 0 0 0 52,835 0 

下水道 機能支障人口 人 0 226 1,939 9,860 183 

生活 

支障 

避難者 

1日後 人 0 2 5 14,969 0 

1週間後 人 0 2 5 18,062 0 

1か月後 人 0 2 5 22,080 0 

避難所避難者※ 

1日後 人 0 1 3 8,982 0 

1週間後 人 0 1 2 9,031 0 

1か月後 人 0 0 1 6,624 0 

帰宅困難者 
平日 人 2,565 6,111 2,141 12,722 1,864 

休日 人 2,624 5,066 2,275 11,220 1,961 

住機能支障 応急仮設住宅等需要数 棟 0 0 1 1,767 0 

その他 廃棄物 災害廃棄物 
万ﾄﾝ 0.0 0.0 0.0 96.8 0.0 

万 m3 0.0 0.0 0.0 62.5 0.0 

注）※避難所避難者は、避難者のうち親戚や知人宅への避難所外避難者を除いた避難者のことである。 

出典）埼玉県「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」（平成 26年 3月） 



第１編 総則 

第５節 計画の前提条件及び基本方針 

 

39 (総-39) 

第２ 浸水想定 

洪水害には溢水や堤防の決壊による外水氾濫と、堤内地の排水不良からおこる内水氾濫

がある。このうち、大河川の外水氾濫は大きな被害を生じるおそれがあり、県内では、昭

和 22 年 9 月のカスリーン台風による浸水の発生により大きな洪水被害が発生している。

最近では、内水氾濫を除き大規模な洪水害は起きていない。 

１ 洪水浸水想定 

市を流れる浸水想定河川である利根川及び小山川は、洪水予報河川となっていることか

ら、水防法第 14 条に基づき、降雨により氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸

水想定区域として指定し、浸水した場合に想定される水深を表示した図面（洪水浸水想定

区域図）が作成され、関係市町村長へ通知されることとなっている。 

 

【本庄市における洪水浸水想定区域図の概要】 

指定 

河川名 

洪水浸水想定区域 

図名 
作成者 

作成・ 

指定年月日 
告示番号 算出の前提となる降雨 

利根川 

利根川水系利根川 

洪水浸水想定区域図 

（想定最大規模） 

国土交通省 

関東地方整備局 

利根川上流河川事務所 

平成 29年 

7月 20日 
告示第 213号 

利根川流域、八斗島 

上流域の 72時間総雨量 

491mm 

小山川 

利根川水系小山川 

洪水浸水想定区域図 

（想定最大規模） 

国土交通省 

関東地方整備局 

利根川上流河川事務所 

平成 29年 

7月 20日 
告示第 214号 

利根川流域、八斗島 

上流域の 72時間総雨量 

491mm 

 

市では、国土交通省及び県が公表した、利根川、烏川、神流川、小山川及び女堀川の浸

水想定区域図に基づき「本庄市洪水ハザードマップ」（平成 30 年 3 月本庄市）を作成し、

水害対策を行っている。今後の市の洪水浸水への対策は、ハザードマップと、新たに公表

された想定最大規模の洪水浸水想定区域を前提条件として推進するものとする。 

想定最大規模の洪水浸水想定区域は、次頁に示すとおりである。 

 

２ 内水浸水想定 

市では、市独自に、浸水被害を緊急かつ効果的に軽減するための対策として「本庄市内

水はん濫ハザードマップ」（平成 30年 3月本庄市）を作成及び公表し、内水による浸水被

害の最小化を推進している。 
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【利根川水系利根川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利根川水系小山川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）国土交通省関東地方整備局利根川上流河川事務所ホームページ 

本庄市 
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第３ 土砂災害想定 

児玉地域には土砂災害危険箇所が多数存在しており、このうち、平成 13年 4月 1日に施行

された「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（以下「土砂災

害防止法」という。）に基づき、土砂災害警戒区域等が指定されている。 

土砂災害防止法で指定された市の土砂災害警戒区域等の指定状況は、次表のとおりである。 

☞【資料２．①】『土砂災害警戒区域等』参照 

 

【土砂災害警戒区域等の指定状況（平成 27年 6月 5日現在）】 

 土石流 急傾斜地 地滑り 計 

土砂災害（特別）警戒区域 63（45） 116（115） 8（0） 187（160） 

注）(  )内の数字は、土砂災害特別警戒区域の指定数で土砂災害警戒区域の内数 

出典）埼玉県土整備事務所ホームページ 

 

第４ 火山噴火に伴う降灰被害 

本県における火山噴火の影響は、富士山及び浅間山・草津白根山等の噴火が想定されるが、

その内容は次のとおりである。 
 

【県下における火山被害】 

区分 影響内容 

富士山が噴火した場合 最大で 2～10cm 堆積可能性のあるエリアに県南地域が入って

いるほか、その他の地域で 2cm未満の降灰が予想されている。 

その他の近隣の火山噴火

した場合 

浅間山、草津白根山等が噴火した場合にも、県内で数 cm の降

灰堆積の可能性がある。 

出典）埼玉県防災会議「埼玉県地域防災計画」（平成 26 年 3 月） 

 

第５ 本庄市における災害対策の基本方針 

１ 地震災害 

(１) 県の災害対策の方針 

県は、国の想定や調査結果を踏まえ、発生が懸念される南関東の地震の中から、過去

に実際に発生した地震で、かつ県に甚大な影響を及ぼす地震を中心に地震被害想定を実

施した。 

このなかで、今回、新たに深谷断層と綾瀬川断層を一体の断層帯として扱った「関東

平野北西縁断層帯地震」による想定結果は、県内の最大震度は震度 7で、震度 6弱以上

の地域が県中央部を中心に広範囲に広がり、被害が最大になることが分かったが、今後

30 年以内の地震発生確率は、ほぼ 0%～0.008%と極めて低いため、「関東平野北西縁断層

帯地震」は、複数の災害が短期間で起こる「複合災害」の中で、限られた防災資源の有

効活用及び他の都道府県からの受援を検討すべきであると位置づけた。 

一方、「東京湾北部地震」については、首都圏南部、特に東京都心に大きな揺れが想

定されており、被害は東京湾岸を中心に広範囲にわたり、電力、石油等のエネルギーを
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東京湾岸に依存している本県は、大規模停電、石油類燃料の枯渇といった二次被害を受

けるおそれもあり、首都機能の低下による影響は全国に波及し、応急・復旧活動にも大

きな支障が生じると予想される。 

このため、県では、「東京湾北部地震」を埼玉県地域防災計画の中で対処すべき事態

と位置づけ、他の都道府県や関係団体とともに災害対策に当たることとしている。 

なお、ほかの 3地震（茨城県南部地震、元禄型関東地震、立川断層帯地震）への対応

は、「東京湾北部地震」への対応に包含される。 

また、「東京湾北部地震」については、それにより引き起こされる最悪事態（シビア

コンディション）を防災関係機関や県民と共有するため、対策の方向性を示すこととし

ている。 

 

(２) 市の災害対策の方針 

市は、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を災害対策の基本方針とし、市に

おいて起こりうる最大規模の地震の想定、その結果発生する被害規模及び内容の具体的

な把握並びにより具体的な「予防計画」かつ実践的な「応急対策計画」の策定に努める。 

県の地震被害想定調査では、県下に最も甚大な地震被害をもたらす「関東平野北西縁

断層帯地震」が、市においても一番大きな地震被害となることから、市は、次表に定め

る「関東平野北西縁断層帯地震」への災害対策を実施する。 
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【「関東平野北西縁断層帯地震」の地震被害と市の主な災害対策】 

被害想定項目 地震被害 主な災害対策 

建物被害 

（棟） 

全 壊 
（揺れ）5,517棟 

（急傾斜地崩壊）3棟  耐震化の推進 

 被災建築物危険度判定体制の整備 

 消火体制の整備 

 土地利用の適正化（土砂災害） 

半 壊 
（揺れ）4,882棟 

（急傾斜地崩壊）6棟 

焼 失 617棟 

人的被害 

(人) 

死 者 365人  初動医療体制の整備 

 医療救護班の派遣体制の整備 

 後方医療機関への搬送体制の整備 

負傷者 1,622人 

うち重傷者 471人 

生活支障 

(人) 

避難者 

（1日後） 14,969人 

（1週間後）18,062人 

（1ヶ月後）22,080人 

 想定される最大避難者約9,000人を収

容可能な指定避難所の整備 

 避難者及び災害救助従事者用数に対応

可能な量の食料・飲料水・生活必需品

の備蓄 

 避難情報の多様な伝達手段の整備 

 避難所運営マニュアルの整備 

避難所 

避難者 

（1日後） 8,982人 

（1週間後）9,031人 

（1ヶ月後）6,624人 

帰宅困難者 
（平日）12,722人 

（休日）11,220 人 

 一時滞在施設の確保 

 食料・飲料水備蓄の推進 

応急仮設住宅等

需要数 
1,767棟  仮設住宅用地候補地の選定 

ラ 

イ 

フ 

ラ 

イ 

ン 

上水道 断水人口 52,835 人 
 配水管、浄水施設の耐震強化 

 給水体制の整備 

下水道 機能支障人口 9,860人 
 下水道施設の耐震強化 

 仮設トイレの確保 

電 力 停電人口 81,889 人  防災拠点における非常電源の確保 

都市ｶﾞ

ｽ 
供給停止件数 13,062 人  ガス施設の耐震強化 

電 話 
不通回線率 2.25％ 

 多様な情報伝達手段の整備 
携帯不通率 2.2％ 

その他 災害廃棄物 
（重量）96.8万ﾄﾝ 

（体積）62.5万㎥ 

 廃棄物処理体制の整備 

 廃棄物仮置き場候補地の選定 

出典）埼玉県「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」（平成 26年 3月） 

 

２ 水害 

(１) 水害対策の基本的考え方 

市の水害対策は、利根川、烏川、神流川、小山川及び女堀川が氾濫した場合を想定し

て策定するものとする。 

市は、洪水浸水想定区域内の住民を安全に避難させるために、気象情報及び水防情報

等をいち早く入手し、迅速に避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）

（以下「避難勧告等」という。）を発令するとともに的確な避難誘導を行い、加えて避難

支援等関係者による避難行動要支援者の避難誘導により指定避難所への安全避難を実施

する。 
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なお、最寄りの指定避難所(指定緊急避難場所)への避難が時間的に間に合わない場合

や夜間の場合など、無理な指定避難所への避難は避け、自宅や隣接建物の 2階以上へ緊

急に避難（垂直避難）するよう、日頃から安全確保について周知する。 

 

(２) 水害対策の目標 

近年、ゲリラ豪雨に象徴される局地的な大雨が多発している。比較的高い頻度で発生

する内水氾濫に対しては、迅速かつ効果的な水防活動を実施するため水防体制の強化、

水防用資機材の整備を推進するとともに、河川整備及び雨水排水事業を推進し浸水被害

の軽減を図る。 

また、利根川等の決壊に伴う外水氾濫に対しては、迅速かつ効果的な水防活動を実施

するとともに、住民への情報伝達手段の整備拡充、状況に応じた迅速な避難準備・高齢

者等避難開始等の発令及び自主防災組織等の地域コミュニティと連携した指定緊急避難

場所への避難誘導等、洪水浸水想定区域内の住民の安全を図る。 

 

３ 土砂災害 

(１) 土砂災害対策の基本的考え方 

市において発生が懸念される土砂災害は、基本的に地震災害と異なり前ぶれもなく突

然発生することはなく、台風や集中豪雨等によってもたらされる。 

そのため、市は、先を見越した防災行動を展開するため、関係機関と連携し早い段階

から気象情報や土砂災害情報等を収集するとともに、的確に住民への情報提供を行い、

必要に応じて迅速な指定避難所の開設を行う。 

 

(２) 土砂災害対策の目標 

避難に際しては、災害が発生するまでに避難を終えることが基本であることから、気

象情報や土砂災害警戒情報、現地からの予兆現象等の収集等により、災害発生のおそれ

のある時期を予測するとともに、避難の開始が豪雨時や夜間に及ばないよう特に避難行

動要支援者に留意し、避難準備・高齢者等避難開始及び避難勧告等の発令に努める。 

また、市が作成した「本庄市土砂災害ハザードマップ」（平成 26年本庄市）を活用し、

市内の土砂災害警戒区域等の指定状況、大雨時の土砂災害の危険性及び早めの避難によ

る安全確保等について市民へ周知する。 

 

４ 火山噴火による降灰 

(１) 降灰対策の基本的考え方 

火山噴火時に降灰が予想される浅間山等の火山については、気象庁による観測が行わ

れていることから、住民に対して火山情報の種類と発表基準の周知や、火山現象や前兆

現象に関する知識の普及啓発を図る。 

 

(２) 降灰対策の目標 

気象庁が県内を対象として降灰予報を発表したとき又は市内に降灰があったときは、

県及び周辺市町村と協力して降灰分布を把握し、降灰状況を住民へ周知するとともに、

速やかに降灰を除去するための対策を講ずる。 
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５ 雪害 

(１) 雪害対策の基本的考え方 

雪害は、冬季の発達した低気圧等によってもたらされることから、気象官署の発表す

る情報により、事前に発生可能性を予測・検討することが可能である。 

そのため、市は、先を見越した防災行動を展開するため、関係機関と連携し早い段階

から気象情報等を収集するとともに、的確に住民への情報提供を心がける。 

 

(２) 雪害対策の目標 

市において雪害は避難行動の対象となる災害ではないが、平成 26年 2月、大量の降雪

により発生した各種雪害（交通途絶、孤立集落及び農作物損耗等）による教訓を活かし、

早い段階から自助・共助・公助により、生活道路の除雪等、住民生活に与える影響を最

小限に抑えるための対策を講ずる。 

 

６ 広域応援に関する方針 

市は災害リスクの少ない地域と考えられているが、東日本大震災の教訓である「想定外

は許されない」の考えのもと県が実施した「平成 24･25 年度埼玉県地震被害想定調査」（平

成 26 年 3 月埼玉県）によると、これまで発生したことはないが「関東平野北西縁断層帯

地震」が発生した場合、市においても甚大な被害の発生が想定され、これに対応するため

には、災害予防、応急対策いずれにしても市の防災能力だけでは限界があると考えられる。

そのため、広域的な応援が必要不可欠と考えられ、広域的な防災協定の締結等を推進して

いるところである。 

一方で、最も切迫性が高く比較的被害も大きいことから防災対策の対象としている「東

京湾北部地震」が発生した場合、首都圏全体では 3万人以上の重傷者の発生が予測されて

いるが、本県では県下全域で 7,215人の負傷者と比較的被害は少ないと予測されている。 

そのため、埼玉県地域防災計画では、比較的被害が少ないとされる本県を、全国からの

応援業務の拠点として位置づけ、積極的な広域支援を行うものとしている。 

「東京湾北部地震」が発生した場合であっても、市における死者、負傷者は 0人と予測

されることから、防災体制をいち早く整えるとともに、県と連携して積極的な広域支援を

行うものとする。 
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